
飯豊町告示第 58 号 

 

入 札 公 告 

 

 条件付き一般競争入札を執行するので、地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号。以下「施

行令」という。）第 167 条の６の規定により、次のとおり公告する。 

 

 令和元年７月 11日 

 

 

飯豊町長 後 藤 幸 平 

 

 

１．工事の概要 

（１） 工  事  名 平成３０年度繰越 飯豊町立添川小学校エアコン設置工事 

（２） 工 事 場 所 飯豊町大字添川地内 

（３） 工 事 内 容 添川小学校の普通教室等に空調機を設置する工事 

普通教室４室、特別教室等８室、付帯工事一式 

（４） 着   工 契約締結の日から５日以内 

（５） 完   成  令和 2年 2月 10 日まで 

（６） 資   料 公示設計書（特記仕様書、金抜設計書） 

 

２．入札参加者の資格 

この公告の工事の条件付き一般競争入札に参加できる者は、令和元年度飯豊町競争入札参加

資格者名簿に登録されている者のうち、次に掲げる条件をすべて満たし、かつ、この公告の工

事に係る競争入札参加資格確認通知書を受けている者であること。 

（１）飯豊町財務規則（昭和 63 年規則第 3 号。以下「規則」という。）第 110 条の規定による、

競争入札参加資格者名簿の建設工事に登録されている者であること。 

（２）本工事の入札において、他の経常建設工事共同企業体や事業協同組合の構成員になってい

ないこと。 

（３）建設業法(昭和 24年法律第 100 号。以下「法」という。)第 3条第 1項の建設業の許可のう

ち、管工事業の許可を有し、経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書(審査基準日が

一般競争入札参加資格申請書の提出期限前 1 年 7 月以内のものであり、かつ、直近のもの

に限る。)の総合評定値が、管工事業 700 点以上の建設業者であること。 

（４）西置賜地域又は長井市に本店を有すること。 

（５）次に掲げる要件を満たす主任技術者又は監理技術者を本工事に専任で配置（経常建設共同

企業体にあっては全ての構成員が配置すること。）できるとともに、現場代理人を常駐で配

置できること。なお、現場代理人と主任技術者又は監理技術者は、兼務できる（８の（４）

に該当する場合を除く。）。 

イ 1 級の管工事施工管理、又は 2 級の管工事施工管理、若しくはこれと同等以上の資



格を有する者 

ロ 監理技術者にあっては、管工事業に係る監理技術者資格者証及び監理技術者講習修

了証を有すること。 

（６）健康保険、厚生年金保険及び雇用保険に加入していること。ただし、個人事業所で、かつ、

従業員が４人以下である等の事由により適用事業所に該当しない場合を除く。 

（７）飯豊町建設工事請負業者指名停止要綱に基づく指名停止措置を受けていないこと。 

（８）規則第 117 条の規定に基づく飯豊町建設工事請負契約約款第 49条第１項第 6号の規定に該

当しないこと。 

（９）会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）の規定による更生手続き開始の申立てをした者、若

しくは申立てをなされた者、又は民事再生法（平成 11年法律第 225 号）の規定による再生

手続開始の申立てをした者、若しくは申立てをなされた者にあっては、当該更生手続開始

又は当該更生手続開始の決定の日を審査基準日とする経営事項審査の結果をもとに、建設

工事の入札参加資格の審査を受けた者であること。 

 

３．競争入札参加資格の確認 

 この公告の工事の競争入札の参加希望者は、あらかじめ次により資格確認を申請し、審査を受

けなければならない。申請期限日までに申請書を提出しない者又は競争入札参加資格がないと認

められた者は、この公告の競争入札に参加できないものとする。 

ア 申請する書類 

  ・条件付き一般競争入札参加資格確認申請書（様式第２－１号） 

  ・条件付き一般競争入札参加資格確認資料（別記１－１） 

イ 申請受付期間及び場所 

  期間 令和元年 7 月 11 日(木)から令和元年 7月 25 日(木)まで（土曜日・日曜日及び祝祭日

を除く）の午前９時から午後４時まで 

  場所 飯豊町 総務課 防災管財室 （本庁２階） 

     申請書及び資料は持参とし、郵送、電送等は受付しない。 

ウ 申請書、資料の作成説明会 

   行わない。 

エ 申請書、資料のヒアリング 

   行わない。 

オ 競争入札参加資格の確認は申請期限日で行い、その結果は通知書により、次の期日までに回

答する。 

  期日 令和元年 7月 26 日(金) 

カ 競争入札参加資格がないと認められた者は、その理由について、簡易な内容確認を除き書面

をもって説明を求めることができる。回答は書面をもって行う。 

  書面の提出先 飯豊町役場 総務課 防災管財室（本庁２階） 

要求期限  令和元年 7月 29 日(月) 午後４時まで 

回答期限  令和元年 7月 30 日(火)  午後５時まで 

  （※回答は先にファックスで行い、その後原本を郵送する。） 

 

 



 

４．設計図書等の閲覧 

（１） 閲覧期間及び場所 

期間 令和元年 7月 11 日(木)から令和元年 7月 31 日(水)まで（土曜日・日曜日及び

祝祭日を除く）の午前９時から午後４時まで 

場所 飯豊町役場 教育総務課 学校教育振興室 (本庁１階) 

 

（２） 設計図書等に対する質問がある場合は、簡易な内容確認を除き、持参又は郵送、ファ

ックスの方法により書面で提出すること。なお、回答はファックスにより書面をもっ

て行う。 

提出期限 令和元年 7月 29 日(月) 正午まで(必着) 

提出先  飯豊町役場 教育総務課 学校教育振興室 (本庁１階) 

     ＦＡＸ 0238－72－3827 

回答期限 令和元年 7月 30 日(火) 午後 5時まで 

 

５．入札執行の日時及び場所 

（１） 日時 令和元年 8月 1日(木) 午前 10 時 10 分 

（２） 場所 飯豊町役場 ３階 大会議室 

 

６．入札方法等 

（１）入札に参加する者に必要な資格のない者のした入札、入札に関する条件に違反した入

札その他規則第 107 条の規定に該当する入札は、無効とする。 

（２）入札に際して参加者は、規則に定めるもののほか、別紙「入札条件」に示す各該当事

項（○印）に定めるところによる。 

（３）入札執行にあたっては、入札参加資格確認通知書（写し可）及び積算内訳書を必ず持 

参すること。 

（４）この入札は飯豊町低入札価格調査制度に関する規程（平成 22 年告示第 11 号）に基づ

き調査基準価格を採用しており、調査基準価格を下回る価格の入札者については、調

査を行ったうえで落札するか否かを決定する。 

調査基準価格を下回る価格の入札者が提出した積算内訳書において計上されている次

に掲げる経費の額のいずれかが、本工事の予定価格算出の基礎となった当該経費の額

に当該経費の区分に応じて定める率を乗じて得た額に満たない場合は、契約の内容に

適合した履行がなされないおそれがあるものと判断し、詳細な調査を行うことなく直

ちに失格とする。また、積算内訳書の合計金額が入札価格と一致しない場合も同様と

する。 

a 直接工事費  75 パーセント  

b 共通仮設費 75 パーセント  

c 現場管理費  70 パーセント  

d 一般管理費  30 パーセント  



（５）（４）により低入札価格調査を適用する工事において、調査基準価格を下回った価格

をもって契約する場合には、現場代理人と主任技術者又は監理技術者との兼務を認め

ない。 

（６）申請書又は確認資料などに虚偽の記載をした場合においては、要綱に基づき必要な措

置を行う。 

（７）最も金額が低い入札者が提出した積算内訳書に不正又は不適正の疑いがあるときは、

調査のうえで落札するか否かを決定する。 

（８）落札決定の時までに入札参加資格を満たさなくなった者は落札者としない。 

（９）落札となるべき金額の者が二人以上あるときは、くじにより落札者を決定する。 

   （10）本件は、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は管理及び処分に関する条例（ 

      昭和 39 年条例第 12 号）の規定により、町議会の議決に付さなければならない工事で 

      あるため、町議会の議決を得た後に本契約を締結する。ただし、本件の落札決定後、 

      町議会の議決を得るまでの間に、飯豊町建設工事請負業者指名停止要綱に基づく指名 

      停止を受けた場合については、落札決定を取り消し、仮契約を解除する。 

 

７．入札保証金 

免除とする。 

 

８．その他 

その他詳細及び不明の点については、次に照会すること。 

ア 公告の内容 

    飯豊町役場 総務課 防災管財室（本庁２階） 

    電話 0238－87－0695 

イ 工事の内容 

    飯豊町役場 教育総務課 学校教育振興室（本庁１階） 

    電話 0238－87－0519 


